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ロボットバリ取りを検討する前に、社内で確認すべき条件
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チェックの結果は厳密な診断ではなく、次に確認・修正・相談すべきことを整理するための目安です。各項目の詳しい判断基準
（なぜ重要か・OKとNGの目安・確認方法）はWeb版に掲載しています。

設計の観点（2項目）

ワーク形状・材質・寸法のばらつきが整理され、治具・センサでどこまで吸収できるかの方針が見え
ている
目安：品種ごとの形状・材質・寸法ばらつきが一覧化され、治具で固定するか、センサやビジョンで追従するかの方針が立っ
ている。

ワーク姿勢・基準面・つかみ代など、自動化を前提とした部品側の条件が評価されている
目安：対象部品ごとに基準面・把持位置・姿勢の取り方が検討され、必要なら設計側への形状相談まで論点化されている。

加工の観点（8項目）

対象工程の作業内容・所要時間・判断ポイント・品質変動を、観察・記録・時間計測で把握している
目安：作業を要素分解した観察記録と時間計測があり、どこで人が判断しているかまで数値と記述で語れる。

対象工程の標準化状態（手順書・限度見本・教育記録）が整っている
目安：手順書・限度見本・教育記録が揃っており、誰がやってもほぼ同じ仕上がりになる状態で自動化検討に入れる。

属人化している作業の範囲と、自動化後も人に残すべき判断業務が切り分けられている
目安：反復作業は自動化対象、状態を見て削り方を変えるような判断は人に残す、という線引きが文書で共有されている。

例外対応（イレギュラー品・特殊条件）の頻度が把握され、自動化に向かない要素（判断業務・少量
多品種・頻繁な形状変更）が抽出されている
目安：例外品の発生頻度が記録され、自動化対象から外す品種・条件と手作業フォールバックが決まっている。

前後工程との取り合い（受け渡し・段取り・検査・トレーサビリティ）が整理されている
目安：前後工程の受け渡し方法・段取り頻度・検査タイミングへの影響が工程表で整理され、関係部門と共有されている。

半自動／部分自動／全自動の選択肢が、コスト・効果・振り戻しやすさで比較されている
目安：半自動・部分自動・全自動の各案について、投資額・効果・撤退のしやすさを並べた比較表がある。

投資対効果の判断材料（品種数・量産規模・生産期間の前提、初期投資と運用コスト、回収期間）が
社内基準で判断できる形で揃っている
目安：初期投資と運用コストの両方が見積もられ、量産規模が下振れした場合の回収期間まで試算されている。

振り戻し条件（撤退判断のトリガー）・装置トラブル時の手作業バックアップ・関係者の教育計画が
着手前に設計されている
目安：撤退を判断する数値条件と、装置停止時に手作業へ切り替える人員・治具・手順が文書で決まっている。
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検査の観点（3項目）

品質基準が明確で、自動化後の合否判定（数値判定／センサ判定／画像判定）が成立する
目安：合否基準が数値・センサ値・画像条件のいずれかに変換されており、判定方式と基準の対応が確認済みになっている。

手作業時の評価指標（歩留まり・サイクルタイム・段取り時間・人員）の現状値が記録され、自動化
後の目標値と比較できる形になっている
目安：自動化前の歩留まり・サイクルタイム・人員の実測値が残っており、自動化後に同じ物差しで比較する計画がある。

自動化前後の品質変動を監視する検査体制と、トレーサビリティの取り方が再設計されている
目安：立ち上げ期は検査頻度を一時的に上げる計画があり、装置データとロットの紐づけ方法も決まっている。

外注の観点（3項目）

取引先要求（自動化方式・トレーサビリティ・全数検査）と社内の自動化計画が整合している
目安：自動化方式の変更を取引先に事前連絡し、トレーサビリティ・検査方式の要求と装置仕様の整合を確認済みになってい
る。

自動化候補の工程が外注に出ている場合、内製へ戻す判断とコスト分担が整理されている
目安：内製化で変わる範囲（外注費・受入検査・繁忙期の代替先）が整理され、外注継続案と並べて比較されている。

装置メーカー・SIerの評価が、価格だけでなく保守体制・消耗品供給・教育支援・将来の拡張性まで
含めて行われている
目安：候補メーカーごとに保守対応時間・消耗品の供給性・教育支援・拡張性を比較した評価表がある。

チェックがつかない項目が3〜4個以上ある場合は関係者レビューを、半数近くある場合は基準・文書そのものの見直しをおすすめします
（目安であり、組織・製品により異なります）。発行：2026-06-10


